
















































での動きを 3 期に区分すると、第 1 期（1990
年～ 2000 年頃）は「規制緩和と市場競争原
理の促進」、第 2 期（2000 年～ 2010 年頃）
は「競争環境激化による企業行動の変化」、




































　国土交通省の資料によれば、平成 28 年 3
月 31 日現在の貨物自動車運送事業者数は
62,176 者である。前年度は 62,637 者であり、
461 者の減少である（対前年度比 0.74％減）。
ここ 10 年間の推移をみると、平成 18 年度：
62,567 者、平成 19 年度：63,122 者、平成 20
年度：62,892 者、平成 21 年度：62,712 者、
平 成 22 年 度：62,989 者、 平 成 23 年 度：
63,082 者、平成 24 年度：62,936 者、平成 25
年度：62,905 者、平成 26 年度：62,637 者、
平成 27 年度：62,176 者であり、ほぼ横ばい
となっている。
　各地域の事業者数をみると、平成 27 年度
の全国で 62,176 者のうち、中部地区は 7,106
者であり、全国に対して 11.3％である 9。中
部地区の内、福井が 499 者、岐阜が 951 者、












は平成 24 年度がマイナス 2.1％、平成 25 年
度がマイナス 2.3％、平成 26 年度がマイナ
ス 0.9％となっている。中部地区においては、
平成 24 年度がマイナス 2.6％、平成 25 年度





































































































過去 3 年分を対象とした 13。調査対象期間は









第 23 条第 1 項）　5 件
③　指摘件数 5 件未満
・事故の報告義務違反（法第 24 条）　4 件
・社会保険加入義務者の一部未加入（法第
25 条第 2 項）　4 件
・運転者に対する指導監督の記録記載不備
（安全規則第 10 条第 1 項）　4 件
・点呼の実施不適切（安全規則第 7 条第 1 項
第 2 項並びに第 3 項）　3 件
・点呼の記録不実記載（安全規則第 7 条第 5
項）　3 件
・整備管理者の選任（変更）届出違反（安全
規則第 13 条）　3 件
・定期点検整備記録の保存義務違反（安全規
則第 13 条第 2 号）　3 件
・点呼の記録不適切（安全規則第 7 条第 5
項）　2 件
・点呼の記録保存義務違反（安全規則第 7 条
第 5 項）　2 件







10 条第 1 項）　2 件
・Nox. PM 法不適合車両を同法対策地域内
に配置（安全規則第 13 条）　2 件
・運行管理者の選任・解任の届出違反（安全
規則第 19 条）　2 件
・輸送の安全にかかわる情報の公表違反（法











則第 3 条第 4 項）　135 件
・運転者に対する指導監督違反（安全規則第
10 条第 1 項）　99 件
・点呼の実施義務違反（安全規則第 7 条第 1
項、第 2 項並びに第 3 項）　91 件
・特定の運転者に対する適正診断受診義務違




規則 10 条 2 項）　30 件
・点呼の記録記載不備（安全規則第 7 条第 5
項）　26 件
・事業計画の変更認可違反（法第 9 条第 1
項）　22 件
・運転者に対する指導監督の記録義務違反
（安全規則第 10 条 1 項）　22 件




（法第 8 条第 1 項）18 件
・点呼の記録義務違反（安全規則第 7 条第 5
項）　16 件
・事業計画変更後届出違反（法第 9 条第 3
項）10 件





・過積載運行（法第 17 条第 2 項）　7 件
・運転者台帳の作成義務違反（安全規則 9 条







10 条第 1 項）15、これに対する違反が 99 件
となっている。毎年の推移をみると、平成
26 年が 25 件、平成 27 年が 30 件、平成 28




る。毎年の推移は、平成 26 年が 29 件、平成
27 年が 28 件、平成 28 年が 20 件であり、平

































（安全規則第 9 条の 3 第 1 項第 2 項並びに
第 3 項）　1 件
・車両の不正改造（安全規則第 13 条）　1 件
・無車検運行（安全規則第 13 条）　1 件
・定期点検整備記録の未記載（安全規則第
13 条第 2 号）　1 件
・定期点検整備記録の記載不備（安全規則第
13 条第 2 号）　1 件
・整備管理者の研修受講義務違反（安全規則
第 15 条）　1 件
・運行管理規定の制定事項不適切（安全規則
第 21 条第 1 項第 2 項）　1 件
・運行管理者に対する指導監督違反（安全規
則第 22 条）　1 件
（2）指摘件数が多い事項について
　指摘件数の多い順に見ると、上位 3 項目で










4 項）、この違反が調査対象期間中に 135 件
ある。毎年の推移をみると、平成 26 年が 37
件、平成 27 年が 53 件、平成 28 年が 28 件で














































26 年が 19 件、平成 27 年が 21 件、平成 28










なければならない（安全規則第 10 条 2 項、
同第 12 条の 2 及び第 12 条の 3）。
　最後に、5 番目に指摘件数の多いものは、
「健康状態の把握義務違反」であり、47 件と
なっている。毎年の推移は、平成 26 年が 19
件、平成 27 年が 17 件、平成 28 年が 4 件で



















監査実施 ･･･52 事業者に対し、指摘 201 件
・重傷事故を引き起こしたことを端緒として
監査実施 ･･･39 事業者に対し、指摘 110 件















































時間外手当、②固定給 + 時間外手当 + 仕事





































神奈川、山梨）は 19,598 者で全国の 31.5％を
占めており、近畿（滋賀、京都、大阪、兵庫、















h t t p : / / w w w . m l i t . g o . j p / j i d o s h a /
anzen/03punishment/cgi-bin/search.cgi　
























平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度
参入 1277 件 1127 件 1143 件   991 件   836 件








































館調査及び立法考査局編、平成 21 年 3 月
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災害防止専門家検討会報告書」平成 20 年 3 月
国土交通省（2008）「トラック運送業における下
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№ 条 項 指摘事項 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 合計
1 3 条 4 項 乗務時間等の基準の遵守義務違反 37 53 28 17 135
2 3 条 6 項 健康状態の把握義務違反 19 17 4 7 47
3 5 条 貨物の積載方法不適切 1 1
4 6 条 自動車車庫の確保違反 1 1
26 中京企業研究
5 7 条 1、2、3 項 点呼の実施義務違反 29 28 20 14 91
6 7 条 1、2、3 項 点呼の実施不適切 1 1 1 3
7 7 条 5 項 点呼の記録義務違反 4 6 4 2 16
8 7 条 5 項 点呼の記録記載不備 9 10 5 2 26
9 7 条 5 項 点呼の記録不適切 2 2
10 7 条 5 項 点呼の記録保存義務違反 1 1 2
11 7 条 5 項 点呼の記録不実記載 1 2 3
12 7 条 5 項 点呼の記録改ざん 2 2
13 8 条 乗務等の記録義務違反 2 2
14 8 条 乗務の記録保存義務違反 1 1 2
15 8 条 乗務等の記録記載不備 1 3 4 8
16 9 条 運行記録計による記録義務違反 4 1 5
17 9 条の 2 事故の記録記載不備 1 1
18 9 条の 3 運行指示書の作成義務違反 1 1
19 9 条の 3 1、2、3 項 運行指示書の作成・指示・携行義務違反 1 1
20 9 条の 5 1 項 運転者台帳の記載不備 2 3 3 8
21 9 条の 5 1 項 運転者台帳の作成義務違反 2 3 2 7
22 9 条の 5 1 項 運転者台帳の保存義務違反 1 1 2
23 10 条 1 項 運転者に対する指導監督違反 25 30 26 18 99
24 10 条 1 項 運転者に対する指導監督の記録義務違反 3 8 8 3 22
25 10 条 1 項 運転者に対する指導監督の記録記載不備 1 3 4
26 10 条 2 項 特定の運転者に対する適性診断受診義務違反 19 21 7 8 55
27 10 条 2 項 特定の運転者に対する指導監督違反 6 14 5 5 30
28 13 条 整備管理者の選任（変更）届出違反 1 1 1 3
29 13 条 Nox. PM 法不適合車両を同法対策地域内に配置 1 1 2
30 13 条 車両の不正改造 1 1
31 13 条 無車検運行 1 1
32 13 条 1 号 定期点検整備の実施違反 3 1 3 7
33 13 条 2 号 定期点検整備記録の未記載 1 1
34 13 条 2 号 定期点検整備記録の保存義務違反 3 3
35 13 条 2 号 定期点検整備記録の記載不備 1 1
36 15 条 整備管理者の研修受講義務違反 1 1
37 19 条 運行管理者の選任・解任の届出違反 1 1 2
38 21 条 1、2 項 運行管理規定の制定事項不適切 1 1
39 22 条 運行管理者に対する指導監督違反 1 1
40 23 条 1 項 運行管理者の講習受講義務違反 3 1 1 5
合　計 176 203 139 87 605
※トラック運送事業、愛知県のみ
※平成 29 年は 7 月分まで集計
■　貨物自動車運送事業法 （件）
№ 条 項 指摘事項 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 合計
1 8 条 1 項 事業計画の定めるところに従う義務違反 2 16 18
2 9 条 1 項 事業計画の変更認可違反 10 7 5 22
3 9 条 3 項 事業計画の変更事前届出違反 2 8 5 5 20
4 9 条 3 項 事業計画変更事後届出違反 6 1 3 10
5 17 条 2 項 過積載運行 4 3 7
6 24 条 事故の報告義務違反 1 1 2 4




平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年
事業者数 指摘件数 事業者数 指摘件数 事業者数 指摘件数 事業者数 指摘件数
1 関係機関からの通報 33 90 35 93 15 49 7 28
2 監査方針に基づいて 8 31 16 61 11 27 9 30
3 死亡事故を引き起こしたこと 16 58 14 50 13 66 9 27
4 重傷事故を引き起こしたこと 6 17 23 57 5 18 5 18
合　計 63 196 88 261 44 160 30 103
※トラック運送事業、愛知県のみ
※平成 29 年は 7 月分まで集計
8 25 条 2 項 社会保険加入義務者の一部未加入 2 2 4
9 60 条 1 項 報告義務違反 2 6 1 9
合　計 22 35 22 16 95
※トラック運送事業、愛知県のみ
※平成 29 年は 7 月分まで集計
